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Ⅰ はじめに  

人権が普遍的な文化として人々に根付く社会を実現するためには、すべ

ての人が、相互に人権の意義及びその尊重と共生の重要性について理解を

深めなければなりません。そのためには、個人としての尊厳が重んじられ

る社会、個性や能力が自己実現に生かされる機会として確保される社会を

実現することが求められています。 

私たち一人ひとりが人権尊重の社会の実現に向けて、豊かな人権感覚を

醸成していくことができるように主体的に取り組むことが必要です。 

昭和２１年(１９４６年)に公布された日本国憲法、昭和２３年(１９４

８年)の国際連合総会において採択された「世界人権宣言」から既に７０

年以上が経過しました。これらが保障する基本的人権は、過去幾多の試練

を経て、人類が多年にわたり自由獲得のために努力してきた成果です。 

しかし、いまだ基本的人権の侵害に関わるさまざまな問題が存在し、解

決しなければならない課題があります。私たちは、人権が尊重され、差別

のない、共に生きることのできる社会の実現に向け、今後もたゆまず努力

していかなければなりません。 

  本市では、平成１８年（２００６年）に吹田市人権施策基本方針を策定

しました。策定後１５年以上が経ち社会情勢も推移し、それに伴い人権を

めぐる個々の状況にも変化がみられます。近年では、高齢者や児童等に対

する虐待や学校におけるいじめ、また、急速な情報化社会の進展に伴い、

ＳＮＳなどインターネット上の差別書き込みや新型コロナウイルス感染

症に関連した人権侵害、性的マイノリティへの偏見や差別など、新たな人

権課題が顕在化しています。また人権課題に関する個別の法令が制定され、

少しずつではありますが人々の意識にも変化が見られるようになりまし

た。 

これらの状況の変化に対応するため、吹田市人権施策基本方針を見直す

とともに、新たに「吹田市人権施策推進計画」を策定し、より一層、人権

の視点に立って市政運営に努めるとともに、市民、事業者、関係諸団体等

と市が連携・協働して、人権に関する課題に積極的に取り組めるような施

策を進めていきます。 

令和○年（○○○〇年）○月 吹田市 
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Ⅱ 計画の概要  

 

１ 計画の趣旨及び位置づけ 

 

 本計画は、吹田市総合計画を上位計画とする人権分野の個別計画であり、行政分野すべ

ての基盤【ベース】としての性格を有しています。 

女性、高齢者、障がい者、子供、教育など各分野の具体的な人権施策については、それ

ぞれの分野における個別計画等に基づいて推進しますが、すべての分野に共通する人権尊

重の基本的な指針となる基本理念とそれを実現するために必要となる施策を明らかにし、

人権施策を総合的に推進するため「人権施策推進計画」を策定するものです。 
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 吹田市総合計画 

人権施策推進計画 

【基本理念・人権の視点】 

健やか年輪プラン 
 

男女共同参画プラン 
 

その他の関連計画 
 

多文化共生推進指針 
 

障がい者計画 
 

子ども・子育て支援事業計画 
 

教育ビジョン 
 



6 

 

２ 計画の構成 

推進計画は、基本方針と基本計画により構成します。 

基本方針は、基本理念とそれを実現するための基本方向を施策として示します。 

基本計画は、基本理念を実現するための具体的なアクションプランとして、２つの基本

施策と７つの個別計画を示します。 

 

３ 計画期間 

推進計画の計画期間は、令和５年度（２０２３年度）から令和１０年度（２０２８年度）

までの６年間とします。 

 

４ ＳＤＧｓ 

 平成２７年（２０１５年）に国連サミットにおいて、先進国を含む国際社会全体の開発

目標として「持続可能な開発目標」が採択されました。これは、令和１２年度（２０３０

年度）までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標で、「誰一人取り残さない」社会

の実現に向け、１７の目標・１６９のターゲットから構成されています。 

 本市の人権施策を推進するにあたって、ＳＤＧｓの趣旨と目標を踏まえて取り組んでい

くことが必要です。 
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Ⅲ 人権をめぐる状況  

 

１ 人権をめぐる国等の状況 

  昭和２３年(１９４８年)、国際連合総会において採択された「世界人権

宣言」では『すべての人間は、生まれながらにして自由であり、かつ、尊

厳と権利について平等である』とうたわれています。 

世界人権宣言の精神を具体化するために、以降「国際人権規約」、「人

種差別撤廃条約」、「女子差別撤廃条約」、「子どもの権利条約」、「障

害者権利条約」など数多くの人権関連条約が採択され、これらを通じて、

人権保障の確立が国際社会の大きな潮流となっています。 

平成６年(１９９４年)の国際連合総会において、平成７年(１９９５年)

から平成１６年(２００４年)までの１０年間を「人権教育のための国連１

０年」とすることが決議され、この決議を受けて、国及び地方公共団体に

おいて人権保障の確立に向けた行動計画を策定するなど積極的な取組が

進められてきました。 

また、国際連合では平成１６年（２００４年）に「人権教育のための世

界計画」を採択し、平成１７年(２００５年)から人権教育を積極的に推進

するための取組が進められています。 

わが国では、「世界人権宣言」に先立つ昭和２２年（１９４７年）に「日

本国憲法」が施行されました。基本的人権の尊重はこの憲法の柱のひとつ

であり、侵すことのできない永久の権利であると規定されています。 

この憲法の趣旨を踏まえ、さまざまな法律が整備されてきました。 

平成９年(１９９７年)に「人権擁護施策推進法」が施行されるとともに、

「人権教育のための国連１０年に関する国内行動計画」が策定されました。 

平成１２年(２０００年)には、「人権教育及び人権啓発の推進に関する

法律」が制定され、平成１４年(２００２年)には「人権教育・啓発に関す

る基本計画」が策定されました。この計画は平成２３年（２０１１年）に

改正され、北朝鮮による拉致問題等が人権課題に追加されました。 

また、個別の人権課題の解決に向け、「児童虐待防止法」、「ＤＶ防止

法」、「高齢者虐待防止法」、「障害者虐待防止法」、「いじめ防止対策

推進法」、「子どもの貧困対策の推進に関する法律」、「障害者差別解消
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法」、「ヘイトスピーチ解消推進法」、「部落差別解消推進法」などが制

定されてきました。 

大阪府では、平成１０年(１９９８年)に「大阪府人権尊重の社会づくり

条例」が制定され、同条例に基づき平成１３年(２００１年)に「大阪府人

権施策推進基本方針」が策定されました。 

 この基本方針に基づき、平成１７年（２００５年）に人権施策を総合的

に推進するため「大阪府人権教育推進計画」が策定されました。 

 平成２７年（２０１５年）には、府民の差別意識の解消、人権課題の理

解を深めていくために「差別のない社会づくりのためのガイドライン～す

べての人の人権が尊重される社会をめざして～」を策定し、これらの計画

に基づき人権意識の高揚に向けた施策が進められています。 

また、令和元年（２０１９年）には「大阪府性的指向及び性自認の多様

性に関する府民の理解の増進に関する条例」、「大阪府人種又は民族を理

由とする不当な差別的言動の解消の推進に関する条例」が制定されました。 

 

２ 本市の取組 

本市においては、市の最上位計画である「吹田市総合計画」において、

重要な施策の一つとして人権を位置づけ、さまざまな取組を進めてきまし

た。昭和５８年(１９８３年)には、市民の総意のもと「非核平和都市宣言」

を行い、「平和のないところには人権は存在し得ず、人権のないところに

平和は存在し得ない。人権尊重が平和の基礎である。」との認識のもとに、

人権尊重の社会の実現とともに非核平和の社会の実現を施策推進の基本

として取り組んできました。平成４年（１９９２年）には、平和祈念資料

室（現在の平和祈念資料館）を開設し、戦争の惨禍及び平和の尊さを後世

に伝えるとともに、平和に対する意識の高揚を図っています。 

平成１１年(１９９９年)４月には、人権教育の重要性が国の内外におい

て高まりを見せる中で「人権教育のための国連１０年吹田市行動計画」を

策定し、豊かな人権感覚に満ちあふれた社会の創造に向けて、全庁的に連

携を図りながら取り組んできました。 

また、平成１２年(２０００年)４月には、「吹田市人権尊重の社会をめ

ざす条例」を施行し、差別のない社会の実現に向けて施策の推進に努める



9 

 

とともに、平成１８年（２００６年）には、「吹田市人権施策基本方針」

を策定し、人権施策の推進を図ってきました。 

このような取組の中で、人権意識の高まりとともに人権問題についての

理解は進みましたが、いまだ女性、子供、高齢者、障がい者、同和問題、

外国人などに関わる差別など、さまざまな人権課題が存在しています。 

また、いじめや不登校、ひきこもり、子供への暴力、体罰や虐待、高齢

者や障がい者等への虐待、ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）、スト

ーカー行為、ハラスメント、インターネットを通じた人権侵害や個人の尊

厳を損なう行為、犯罪被害者とその家族の人権に配慮するなど、さまざま

な事象が、社会のあり方の急激な変化とともに、社会全体の問題として深

刻化してきています。さらには性的指向・性自認を理由とする人権侵害や

新型コロナウイルス感染症に関連して発生した人権問題など新たな課題

も顕在化しています。 

この他にも、地震や豪雨などの大規模災害を経験し、災害時に避難所等

で顕在化する災害時要配慮者への対応などが重要視されています。 

また、吹田市では平成２９年（２０１７年）に「人権に関する吹田市市

民意識調査」を実施しました。今後の施策に反映する基礎資料として、主

な人権課題に対する市民の考え方、人権侵害に関する経験の有無や、人権

侵害を受けた場合の対応などを調査しました。 

この調査結果も参考にしながら、人権課題解決のために、すべての人の

人権が大切にされる社会の創造をめざし「吹田市人権施策基本方針」を見

直すとともに、「吹田市人権施策推進計画」を策定するものです。 
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Ⅳ 基本理念  

  

すべての人の人権が尊重される潤いのある豊かな社会の実現 

 

 

吹田市人権尊重の社会をめざす条例の前文にある「すべての人の人権が

尊重される潤いのある豊かな社会」の実現をめざすことを基本理念として

掲げ、人権施策を総合的に推進します。 

人権とは、人間の尊厳に基づいてすべての人が持っている固有の権利で

あり、社会を構成する人々が個人としての存在と自由を確保し、社会にお

いて幸福な生活を営むために欠かすことのできない権利です。 

基本理念に基づく社会を築いていくには、市民一人ひとりが自分自身の

こととして、お互いに人格や個性を認め、価値観などの違いをありのまま

に受け入れ、行動できるような社会を創造していくことが求められます。 

    市の行政は、このような社会を実現するために、総合的な人権行政施策

を展開する役割を担っています。そして、すべての人が情報や市民活動の

成果などを共有し、活用することができる環境を整備し、行政が市民、事

業者や関係団体等と連携・協働して、地域全体の人権教育・啓発に取り組

み、社会を豊かなものにしていくことが大切です。 
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Ⅴ  基本方向  

 

「人権意識高揚のための施策」と「人権擁護と救済のための施策」を基

本施策として位置づけ、個別施策とともに施策の総合的な推進を図ります。 

 

 （１）人権意識高揚のための施策 

①  市民の自主性を尊重しながら家庭、地域、学校、職場等における自

発的な学習意欲を育むために、生涯を通じて人権教育・啓発を推進し

ます。 

②  人権教育・啓発の推進にかかわる活動をより効果的かつ総合的に

進めるために、市は職員研修等を充実することにより人材育成を図

り、各部局相互の連携協力関係を強化します。 

 

（２）人権擁護と救済のための施策 

①  各種相談窓口の情報を積極的に提供するとともに、相談者に配慮し

た利用しやすい相談窓口にします。 

②  複雑化、多様化する相談内容に対応するため、相談者の意思を尊重

しながら情報共有を図るなど窓口相互の連携を強化するとともに、

職員の資質向上を図り、実効性のある相談・支援体制の充実に努めま

す。 

③  相談者の意思を尊重した相談者本位の相談、自立のための支援を

図ります。 

④  人権侵害による被害者の救済については、法務局などの関係機関

との連携を進め、適切に人権救済できるような体制を図ります。 

⑤ 情報を収集する機能を充実し、パブリックコメントなどの制度を 

利用して市民や事業者などの意見を可能なかぎり反映するとともに、 

ホームページやＳＮＳなどの情報ネットワークの活用、市報への掲 

載や啓発パンフレットの作成など、さまざまな媒体を通じて人権に 

関わる情報を提供します。 

⑥ 人権教育・啓発の推進は、家庭、地域、学校、職場、ＮＰＯをはじ 

めとする市民の自主的な活動などあらゆる機会をとらえて取り組ま 
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れることが重要であるので、実施主体に対し教育や啓発の方法、講師、 

教材、活動事例等について情報を提供し、吹田市人権啓発推進協議会 

をはじめとする吹田市内の人権に関する活動の支援を図っていきま 

す。 
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基本計画 
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Ⅰ 体系図  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本理念 

『すべての人の人権が尊重される潤いのある豊かな社会の実現』 

施策１：人権意識高揚のための施策 

施策１ 女性の人権 

基

本

施

策 
 

個

別

施

策 
 

施策２ 子供の人権 

施策４ 障がいのある人の人権 

施策７ さまざまな人権問題 

 

（１）インターネットによる人権侵害 

（２）感染症に関する人権 

（３）性的指向・性自認を理由とする 

人権侵害 

（４）その他の人権問題 

 

施策６ 外国人の人権 

施策５ 同和問題（部落差別） 

施策２：人権擁護と救済のための施策 

施策３ 高齢者の人権 
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Ⅱ 基本施策  

 

施策１ 

人権意識高揚のための施策 

 

人権が尊重され、だれもが対等な社会の構成員として、潤いのある豊かな

社会を実現するために必要な取組について、市民一人ひとりが人権や人権問

題についての理解を深め、自分の課題として考え、社会の一員としての責任

を自覚し、豊かな人権感覚をもって行動する人間として育つため、学校、地

域、家庭、職域その他のあらゆる場を通じて多様な機会の提供、効果的な手

法を用いて、人権教育、人権啓発を推進します。 

人権教育とは、人権尊重の精神が自然と身に付くことを目的とする教育活

動をいい、学校教育と社会教育を通じて推進されるもので、人権啓発とは、

「市民の間に人権尊重の理念を普及させ、それに対する市民の理解を深める

ことを目的とする広報その他の啓発活動（人権教育を除く。）のことです。 

 

（１）人権教育の推進 

 

□現状と課題 

人権教育は市民一人ひとりの生涯の中で、あらゆる場と機会を通じて実施

されることで効果を上げるもので、生涯にわたる教育・学習が重要であり、

とりわけその基礎を培う学校教育の果たす役割が重要です。 

近年、学校や人権を取り巻く情勢が大きく変化しています。より一層人権

問題への理解と認識を深め、一人ひとりが自ら行動する力を身に付けること

が求められています。 

 そのためには、人権教育を行う教職員等の資質を向上させるとともに、子

供たちが社会生活を営むうえで必要な知識を身につけることができるよう

に、家庭・地域との連携・協力が必要です。 

 また、いじめの未然防止のため、全ての教育活動に人権尊重の視点を取り

入れ、児童・生徒の心を育てる教育課程の編成及び推進が必要です。 

 社会教育については、生涯学習（楽習）推進計画に基づき、学習の機会を
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提供し、多様な教育活動を展開していくことを通じて、人権尊重の意識を高

める必要があります。 

 

□主な施策 

①次代を担う教職員の育成 

児童・生徒に人権教育を推進していくには、教職員自身が常に人権感覚を

磨いていくことが必要であるため、すべての教職員、学校管理者がキャリ

アステージに応じた資質・能力を身につけることができるよう支援します。 

 

②いじめのない学校づくり 

子供たちが安心して学校生活を送れるよう、いじめ防止の取組名を、「す

いたＧＲＥ・ＥＮスクールプロジェクト」とし、様々な取組を未来に向け

積極的に推進します。 

 

③生涯を通じた豊かな学びの提供 

 市民一人ひとりが人間性豊かな生活を営むために学習する必要のある人

権や国際理解など、現代的課題に応じた多様な学習機会を提供します。 

 

（２）人権啓発の推進 

 

□現状と課題 

 基本的人権を尊重し、市民一人ひとりの人権意識の高揚を図るため、講演

会やパネル展の実施、啓発冊子の配布、作文の公募など様々な方法で人権啓

発活動を進めてきました。 

 今後も引き続き、より一層人権問題への理解と認識を深め、主体的に行動

する力を身に付けるため、学校や家庭、地域での啓発活動に取り組む必要が

あります。 

 

□主な施策 

①人権啓発事業の推進 

 人権を尊重する市民意識の高揚を図るため、市民ひゅーまんセミナー、 
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人権啓発パネル展、人権フェスティバル、市民平和のつどいなどの開催 

を推進します。 
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施策２ 

人権擁護と救済のための施策 

 

 人権侵害にかかわる問題が生じた場合には、一人で悩むのではなく、市民

が身近に解決方策について相談できる窓口が必要です。  

国においては、人権擁護のための取組として、各地方法務局で人権相談所

を設けるとともに、全国で人権相談や啓発活動など人権擁護の活動をする人

権擁護委員を委嘱しています。 

本市においては、人権相談や自殺予防相談をはじめ、家庭児童相談、すい

たストップＤＶステーション等、さまざまな人権に関わる相談窓口を設置し

ています。人権に関する相談は、相談者の状況により多種多様であり、相談

者の意思を尊重しながら情報共有を図るなど、窓口相互の連携を強化すると

ともに、職員の資質向上を図り、実効性のある相談、自立のための支援を図

る必要があります。 

 また、人権侵害による被害者の救済については、法務局などの関係機関と

の連携を進め、適切に人権救済できるような体制を構築することが必要です。 

 

□主な施策 

①相談窓口の充実 

複雑化、多様化する相談内容に対応するため、窓口相互の連携を強化する

とともに、職員の資質向上を図り、実効性のある相談・支援体制の充実に

努めます。 
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Ⅲ 個別施策  

 

取り組むべき主要な課題 

 

ここでは、主要な人権分野として、女性、子供、高齢者、障がいのある人、

同和問題（部落差別）、外国人、さまざまな人権課題の７つの施策について、

現状と課題、主な施策、関連する個別計画を示すこととします。 
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施策１  

女性の人権 

 

□現状と課題 

女性の人権問題は、昭和６０年（１９８５年）に「女子差別撤廃条約」が

批准され、昭和４７年（１９７２年）「男女雇用機会均等法」、平成１１年

(１９９９年)「男女共同参画社会基本法」、平成１３年(２００１年)「配偶

者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（ＤＶ防止法）」、平成

２８年（２０１６年）「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女

性活躍推進法）」が施行されるなど、女性の地位向上のために法制度やそれ

らの法令に基づくさまざまな施策が実施されてきました。 

 また、平成３０年（２０１８年）に「政治分野における男女共同参画推 

進法」が施行され、衆議院、参議院及び地方議会の選挙において、男女の候 

補者の数ができる限り均等となるよう政党に求めており、女性の政策決定へ 

の参画が期待されます。 

本市では、平成１４年(２００２年)に、男女共同参画社会の実現に向けて、

行政と市民、事業者が協働するための基盤となる｢吹田市男女共同参画推進

条例｣を制定するとともに、条例の趣旨を具体的に実現するため「すいた男

女共同参画プラン」を平成１５年(２００３年)に策定し、５年ごとに見直し

を行っています。 

同プランでは、『すべての人が性別にかかわりなくいきいきと活躍し、安

心して暮らすことのできる豊かなまち』を「めざすまちの姿」とし、計画的

に事業を実施するために目標値を設定することや、重点的に取り組む必要が

ある施策や事業、市民の取組などを掲げています。 

特に、女性に対するあらゆる暴力の根絶のために平成２３年（２０１１年）

に基礎自治体としては全国的にも先進的な取組として、配偶者暴力相談支援

センターの機能を持つ「すいたストップＤＶステーション（ＤＶ相談室）」

を設置し、ＤＶ被害者に対する相談・支援に積極的に取り組んできました。

若年層へのデートＤＶの啓発のために、中・高・大学生への予防啓発講座も

実施しています。 

新型コロナウイルス感染症の拡大によって顕在化した配偶者等からの暴
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力や性暴力の増加・深刻化の懸念や女性の雇用、所得への影響等は、男女共

同参画の重要性を改めて認識させることとなりました。 

そのためには、男女共同参画に向けての意識改革やさまざまな分野におけ

る環境づくりを進めるとともに、政策・方針決定の場に女性の参画を進める

ことが必要です。 

今後も、条例やプランに基づき男女が家庭、職場、地域、学校などあらゆ

る分野に対等な立場で参画できる男女共同参画社会の実現に向けて、行政、

市民及び事業者が一体となり計画的に施策を推進していきます。 

 

□主な施策 

①ＤＶ防止に向けた啓発の推進 

ＤＶを防止するためのセミナー等を開催します。 

 また、若年層を対象としたデートＤＶ等の予防啓発を推進するとともに、

パンフレットやホームページ等を活用した啓発に取り組みます。 

 

 

②相談支援の機能強化 

すいたストップＤＶステーション（ＤＶ相談室）の充実を図るとともに、

ＤＶ相談担当者への専門研修の実施および医師、弁護士等との連携の強化に

取り組みます。 

 

 

③ハラスメント防止対策の推進 

ハラスメント防止対策として、市職員への周知徹底と研修の充実、苦情処

理制度の充実を図ります。また、事業所への出前セミナー等による啓発を

行うとともに、相談体制の整備・充実をめざし、相談担当者への啓発につ

ながる情報提供を行います。 

  

□関連する主な個別計画 

 ○すいた男女共同参画プラン 
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施策２  

子供の人権 

 

□現状と課題 

平成６年(１９９４年)に批准された「子どもの権利条約」の理念である、

子供を“保護の対象”としてではなく“権利の主体”として権利や自由を尊

重することが大切です。  

児童福祉法は、その第１条で『全て児童は、児童の権利に関する条約の精

神にのっとり、適切に養育されること、その生活を保障されること、愛され、

保護されること、その心身の健やかな成長及び発達並びにその自立が図られ

ることその他の福祉を等しく保障される権利を有する。』と規定しています。 

 

（児童虐待） 

平成１２年(２０００年)に、『児童に対する虐待の禁止、児童虐待の予防

及び早期発見その他の児童虐待の防止に関する国及び地方公共団体の責務、

児童虐待を受けた児童の保護及び自立の支援のための措置等を定める』ため

に「児童虐待の防止等に関する法律」が施行され、平成１６年（２００４年）

の改正では、児童虐待が著しい人権侵害であることが明記されるとともに、

児童虐待の定義に、面前ＤＶにおける子供への心理的虐待、同居人による児

童虐待と同様の行為が加えられました。 

さらに平成１９年（２００７年）の改正では、児童の安全確認のための立

入調査等の強化や、保護者に対する指導に従わない場合の措置の明確化等の

見直しがされました。平成２８年（２０１６年）の改正では、児童のしつけ

に際して監護、教育に必要な範囲を超えて、懲戒してはならないことが明記

されるとともに、都道府県、市町村の役割・責務を明確化する等の見直しが

されました。 

本市では、平成１３年(２００１年)１０月に「吹田市児童虐待防止ネット

ワーク会議」を設置し、保健、医療、福祉、教育、警察等の関係機関との連

携や家庭児童相談室の設置等、支援体制の充実に努め、虐待防止に向けた意

識啓発等に取り組んできました。また、児童虐待防止対策とＤＶ防止対策と

を一体として進めるため、平成２３年度（２０１１年度）からＷリボンプロ
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ジェクトとして、ＤＶや児童虐待に係る講座等を開催しています。 

 

（いじめ） 

平成２５年（２０１３年）に「いじめ防止対策推進法」が施行されました。 

いじめは人の心身、人格を傷つけるだけでなく生命をも脅かす重大な人権

侵害です。いじめの防止には、学校教育が大きな役割を担っています。これ

までも学校、教育委員会を中心に対応、指導を行ってきましたが、「いじめ

防止対策推進法」や国の「いじめ防止等のための基本的な方針」を踏まえ、

本市でも平成２８年（２０１６年）に市と教育委員会で「吹田市いじめ防止

基本方針」を策定し、令和２年（２０２０年）に改定しました。学校、教育

委員会の取組を明確にし、組織的な対応や家庭、地域と連携した取組の強化

を図ります。また、子供からの個別の相談体制の充実、学校と学校外の支援

機関との連携の強化などを進めます。 

  

（子供の貧困） 

平成２６年（２０１４年）１月には、子供の貧困対策の総合的推進を目的

として「子どもの貧困対策の推進に関する法律」が施行されました。それを

受け、同年８月には「子供の貧困対策に関する大綱」が閣議決定されました。 

本市においても子供の将来がその生まれ育った環境に左右されることの

ないよう、また貧困が世代を超えて連鎖することがないよう、子供の貧困対

策を推進する必要があります。本市では、平成２８年（２０１６年）に大阪

府及び府内の自治体と共同で「子どもの生活に関する実態調査」を実施し、

その調査結果から、経済的要因だけでなく、親の養育力の充実及び地域など

とのつながりの必要性等、複合的な要因で貧困にある子供と保護者の実情が

明らかになりました。このような広範囲にわたる問題に対しては、関係部局

が連携し取り組むことが重要であるため、平成３０年（２０１８年）３月に

本市の基本的な考えを示す「吹田市子供の夢・未来応援施策基本方針」を策

定し、学習支援を含めた教育の支援、ひとり親家庭を含めた世帯への生活の

支援、保護者に対する就労の支援、経済的支援を総合的に推進しています。 
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この他にも子供や若者の居場所づくり、体罰をめぐる問題、子供の最善の

利益を実現するために社会や大人が何をすればいいのか、すべての子供が大

切にされる社会をどのように作っていくのかなど、多くの課題があります。

また、個々の問題や課題については、それぞれが多様化、深刻化しています。 

今後、こうした取組の一層の充実を図る中で、家庭、学校、地域社会、Ｎ

ＰＯなど社会全体が協力して子育てを支援していく体制を整備します。 

子供が一人の人間として尊重・保護され、生存、発達や自由が保障される

ためにも、子供が安心、安全で健やかに育ち、子供が社会参加の機会に恵ま

れ、大人と子供が共に生きることができるまちづくりを進めます。 

 

□主な施策 

①児童虐待防止対策の充実 

民生・児童委員の協力のもと実施している子ども見守り家庭訪問事業の充

実を図り、虐待の発生予防、早期発見に努めます。 

また、母子保健課が実施する乳幼児健康診査や保健指導等の母子保健事業

と連携しながら、育児支援家庭訪問事業の取組を進め、養育支援を必要と

する家庭を支援することで、虐待の未然防止に努めます。 

 

②いじめ防止対策の推進 

「すいたＧＲＥ・ＥＮスクールプロジェクト」やその他いじめ防止等のた

めの対策が、学校・家庭・地域間・関係諸機関等との連携のもと適切に行

われるように、必要な体制を整備するとともに、より多くの大人が児童等

の悩みや相談を受け止めることができるように、家庭や地域の関係団体と

の連携を促進します。また、いじめに関する通報及び相談を受け付けるた

めの体制を整備・周知するとともに、機能の充実を図ります。 

 

③子供の貧困対策の推進 

子供の将来がその生まれ育った環境によって左右されることなく、すべて

の子供たちが夢と希望を持って成長していける地域社会の実現を目指し、

国の「子供の貧困対策に関する大綱」に沿って事業を体系的に整理し、対

策を総合的に推進していきます。 
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□関連する主な個別計画等 

 ○子ども・子育て支援事業計画 

 ○いじめ防止基本方針 

○子供の夢・未来応援施策基本方針 
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施策３ 

高齢者の人権 

 

□現状と課題 

高齢者が、いつまでも健康でいきいきと暮らせるよう、就労はもとより、

趣味、スポーツ・文化・ボランティア・福祉活動など地域社会において連携

を図り、生きがいづくりをしながら社会参加を促進することが大切です。 

また、高齢者の権利や介護を巡って生じているさまざまな問題への対策も

急がなければなりません。老人福祉施設や病院など施設だけでなく、家庭に

おいても、身体拘束などの虐待が指摘されているほか、一人暮らしの高齢者

や認知症高齢者を欺き、財産権を侵害する事例も見受けられます。 

国においては、平成１８年（２００６年）に「高齢者虐待の防止、高齢者

の養護者に対する支援等に関する法律（高齢者虐待防止法）」が施行され、

高齢者等への深刻な権利侵害の防止等を支援する仕組み作りが進められて

います。 

本市においても６５歳以上の人口は、令和２年（２０２０年）９月末には

高齢化率が２３．８％で、地域によっては３０％近くにもなり、全国と比較

するとゆるやかではありますが、“超高齢社会”を迎えています。 

また、一人暮らしや認知症の高齢者、夫婦ともに高齢者で老老介護の負担

を抱える世帯も増加しています。 

これらの動向を踏まえ、令和３年度（２０２１年度）から令和５年度（２

０２３年度）までを計画期間とする「第８期吹田健やか年輪プラン」に沿っ

て、高齢者の生きがいづくりや介護予防の取組を進めるとともに、身近な場

所での相談・支援体制の充実を進めています。 

また、特殊詐欺や悪徳商法に対抗するため、セミナーや出前講座での啓発、

警察との連携、消費生活センターでの個別相談を進めています。 

今後、「身近な地域で共にいきいきと安心・安全にくらせるまち」を市の

将来像として、すべての高齢者の人権が守られ尊厳ある暮らしを送ることが

できるよう、人権を尊重する視点を持って各施策を推進するとともに、これ

らの取組や制度の周知に努めます。 
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□主な施策 

①権利擁護事業の充実 

高齢化の進展とともに、より重要度が増していく成年後見制度について、

市民が制度の趣旨を理解しやすく、支援を必要とする人の利用につながる

ような広報に努めるなど、制度の利用促進に向けた取組を進めます。また、

認知症や知的障がい等により判断能力が不十分な人が住み慣れた地域に

おいて自分らしく安心して生活ができるよう、利用者との契約に基づき福

祉サービス利用支援などを行う日常生活自立支援事業について、周知を図

るとともに、希望者が速やかに事業を利用できるよう、効果的な支援のあ

り方を検討します。 

 

②高齢者虐待防止に向けた取組の推進 

高齢者虐待の早期発見、早期対応の重要性について、引き続き出前講座や

地域ケア会議での啓発に取組みます。また、認知症サポーター養成講座に

おいても、高齢者虐待への支援についての情報を提供し、早期発見・早期

対応の重要性への理解を深めます。 

 

 

□関連する主な個別計画 

 ○吹田健やか年輪プラン 

 〇吹田市地域福祉計画 
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施策４ 

障がいのある人の人権 

 

□現状と課題 

障がい者が地域社会の中で暮らしていく上では、さまざまな障壁（バリア

ー）があります。歩道の段差や階段、エレベーターの不備などの「物理的な

障壁」、資格制限等による「制度的な障壁」、差別や偏見等の「心理的な障

壁」などです。また、これらの障壁に加え、障がい者に対する理解不足から

企業や施設内等での差別・虐待や暴行、社会福祉施設などの設置に際しての

施設コンフリクトの問題、さらには財産侵害などの人権問題が生じています。

これらの問題は障がいのない人々を中心とした社会の仕組みの中で、障がい

がある人々の人権保障が取り残されてきたためです。 

平成１８年（２００６年）１２月に国連総会で「障害者の権利に関する条

約（障害者権利条約）」が全会一致で採択され、わが国は「障害者基本法」

の改正や「障害者差別解消法」の制定など障がい者の権利に関する国内法を

整備し、平成２６年（２０１４年）１月に「障害者権利条約」を批准しまし

た。 

特に、「障害者基本法」の改正では障がいの定義について、個人にかかる

“医療モデル”から社会的な事物、制度、慣行にかかる“社会モデル”への

転換を図りました。また、平成２４年（２０１２年）１０月には自治体への

通報を義務付けた「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関

する法律（障害者虐待防止法）」が施行され、さらに平成１７年(２００５

年)１０月成立の「障害者自立支援法」に代わる「障害者総合支援法」が平成

２５年（２０１３年）に施行されました。 

障がい者は特別な存在でなく、障がいの有無にかかわらず、市民として住

み慣れた地域で安心して、育ち、学び、働き、暮らせるまちを実現すること

が必要です。 

学校現場での障がいがある子供たちへの教育については、特別支援教育と

して実施しているところですが、共生社会の実現に向けて、障がいのある子

供一人ひとりの教育的ニーズに応じた支援の充実を図り、すべての子供たち

が違いを認め、互いを尊重し、高め合える「ともに学び、ともに育つ」学級
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づくり、学校・園づくりを進めます。 

平成２８年（２０１６年）４月からの「第４期吹田市障がい者計画」、 平

成３０年（２０１８年）４月からの「第５期吹田市障がい福祉計画」と「第

１期吹田市障がい児福祉計画」で定めた、障がい福祉サービス、相談支援、

地域生活支援事業等により障がい者施策の総合的・計画的な推進に努めてい

ます。 

今後とも、障がいのある人と障がいのない人が、同じ権利を持つ一人の人

間であることを認識し、障がい者が容易に自己実現を図ることのできる「共

に生きる社会」を構築するため、障がい者の意見を聴きながら、さまざまな

機会を通じて障がい者に対する差別や偏見の解消に努めます。 

 

□主な施策  

①バリアフリーの実現及びユニバーサルデザイン浸透に向けた取組 

公共施設の新設等にあたっては、バリアフリー法及び大阪府福祉のまちづ

くり条例に定める基準に適合するものとし、公共交通事業者が行う施設の

バリアフリー化の整備の促進等、バリアフリーの実現に向けた取組を進め

ます。また、これらの取組を併せて、ユニバーサルデザインを浸透させる

ための施策を検討します。 

 

②相談支援専門員や事業所の従業者に対する研修の実施 

障がい者に対する虐待が疑われる場合の速やかな通報を徹底するため、相

談支援専門員やサービス管理責任者等の事業所の従業者の虐待防止に対

する意識を高める研修を実施します。 

 

③成年後見制度の利用啓発 

成年後見制度については、後見人等が実施する支援内容を障がい者が理解

し、相談機関等を通じて利用につながることができるよう、市報すいたや

ホームページ等を活用しながら、関係機関等と連携して一層の啓発に取り

組みます。 
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④地域全体で障がい者差別の解消に向けた取組を推進 

吹田市障害者差別解消支援地域協議会を開催し、差別解消に向けた取組に

ついて検討を進めます。 

 

□関連する主な個別計画 

 ○吹田市障がい者計画 

○吹田市障がい福祉計画 

○吹田市障がい児福祉計画 

○吹田市視覚障がい者等の読書環境の整備の推進に関する計画 

（読書バリアフリー計画）（令和４年度策定予定） 
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施策５ 

同和問題（部落差別） 

 

□現状と課題 

昭和４０年(１９６５年)に国の同和対策審議会が、「同和問題は人類普遍

の原理である人間の自由と平等に関する問題」であり、「日本国憲法によっ

て保障された基本的人権にかかわる課題」であって、「日本国民の一部が現

代社会においても、なお著しく基本的人権を侵害され、とくに、近代社会の

原理として何人にも保障されている市民的権利と自由を完全に保障されて

いないという、もっとも深刻にして重大な社会問題である」と位置づけまし

た。そして、その早急な解決が「国の責務であり、同時に国民的課題である」

と答申され、昭和４４年(１９６９年)に「同和対策事業特別措置法」が制定

されました。 

その後、平成１４年（２００２年）３月に「地域改善対策特定事業に係る

国の財政上の特別措置に関する法律」が失効するまで生活環境の改善のため

の事業が実施され、法の失効後は、特別対策事業から一般対策事業へと移行

しました。 

これらのことにより、環境整備は進んだものの、一般対策事業への移行後

も同和問題（部落差別）に関する差別意識、忌避意識は残っており、特にイ

ンターネット上での差別的な書き込み等の差別事象が続き、そのため平成２

８年（２０１６年）１２月に「部落差別の解消の推進に関する法律」が施行

されました。同法の中で部落差別は許されないものであるとの認識の下にこ

れを解消することが重要な課題であり、国、地方公共団体は部落差別の解消

に関する施策を講ずるようにとされました。 

本市でも、特別対策事業の中で同和問題（部落差別）の解決に向けた取組

を市の最重要課題として位置付け、生活環境等の基盤整備を進めるとともに、

人権意識の高揚を図るための人権教育・啓発にも努めてきました。この結果、

生活環境等の基盤整備が大幅に進み、対象地区の状況は改善され、心理的な

差別についても一定解消の方向に進んできましたが、本市が平成２９年（２

０１７年）に行った人権に関する市民意識調査でも、差別意識、忌避意識が

残っていることが見受けられることから、今後も、差別意識忌避意識の解消
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に向けた取組が必要であり、一人ひとりが同和問題（部落差別）について一層理解を

深めていくことが必要です。 

 

□主な施策 

①人権教育・啓発の推進 

同和問題（部落差別）のない社会の実現に向け、これまでの取組の中で積

み上げてきた成果を踏まえて、差別に対する正しい人権教育・啓発を推進

し、地域の施設を活用して、より多くの市民に呼び掛け、交流を進めてい

きます。 

 

②相談窓口の充実 

相談事業を強化・充実することにより、人権侵害を受けた人、あるいはさ

まざまな課題を抱えた人々が、自立と自己実現を達成することができるよ

う努めます。 

 

③関係機関等との連携強化 

インターネット上の差別的書き込み等に対しては、法務局等の関係機関と

連携して、削除要請を行うなど厳正に対応します。 
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施策６ 

外国人の人権 

 

□現状と課題 

国際化が進み多くの外国人が来日する中で、文化、価値観などへの理解が

不十分であることから、様々な人権問題が発生しています。外国人住民の差

別や偏見をなくすためには、多様性を認め、外国人の習慣などを理解・尊重

することが必要です。 

本市では、昭和５７年（１９８２年）から海外の都市と友好交流都市提携

を締結し、国際親善、国際交流を柱に国際化施策を進めてきました。また、

情報・通信技術の飛躍的な進歩等により国籍や民族、文化の異なる人々、国々

との交流の機会が増えています。 

本市の外国人住民を在留資格別に見ると、特別永住者・永住者が約半数を

占めますが、市内に５大学１研究機関が立地することから、留学生も多いこ

とが特徴です。しかし近年は、技能実習生や、技術・人文知識・国際業務の

資格で在留している外国人が増加傾向にあります。 

外国人住民は、言葉や習慣、文化の違いを越えて暮らしており、このよう

な中で、国を越え、助け合い、共に生きることの大切さを認識する必要があ

ります。しかし、異なる言語や習慣、文化等への理解不足などから、就労や

住宅、教育、結婚等の社会生活において、差別的な待遇を受けるなどの人権

問題が生じています。 

特定の民族や国籍の人々を排斥する差別言動いわゆるヘイトスピーチは、

人としての尊厳を傷つけ、他の人に差別意識を生じさせることになりかねな

いため、平成２８年（２０１６年）６月に「本邦外出身者に対する不当な差

別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律（ヘイトスピーチ解消法）」

が施行されました。 

本市では、平成２９年（２０１７年）１０月に「吹田市多文化共生推進指

針」を策定し、国籍や民族などの異なる人々が、互いの文化的違いを認め合

い、対等な関係を築きながら地域社会で共に生きることができるまちを目指

し、施策を進めてきました。特に、国際理解のための教育やさまざまな交流

事業、吹田市多文化共生ワンストップ相談センター（仮）の設置（令和４年
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１０月から開設予定）、多言語対応のパンフレットの作成、通訳派遣、外国

人のための日本語講座等の事業などを実施しています。 

なお、外国籍ではないが、外国にルーツをもつ市民や子供たちが自らのア

イデンティティを尊重できる社会の実現も課題といえます。 

 

□主な施策 

①多文化共生社会の形成 

市民、行政、事業者それぞれに対して多文化共生社会の意識啓発を進め、

内外に開かれた多文化共生社会を推進するとともに、ユニバーサルデザイ

ンの視点に立ったまちづくりを促進します。 

 

②コミュニケーション支援の推進 

情報の多言語化、メディアによる生活情報の発信等、情報伝達手段の確保

と日本語や日本社会に関する理解を外国人住民に深めてもらえるよう、学

習支援に取組みます。 

 

 

 

□関連する主な個別計画 

 ○多文化共生推進指針 
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施策７ 

さまざまな人権課題 

 

□現状と課題 

（１）インターネットによる人権侵害 

インターネットの急速な普及により、知りたい情報がすぐに入手できるだ

けでなく、誰もが手軽に情報発信でき、世界中の人たちとつながりをもてる

など、私たちの生活に多くの利便性がもたらされています。一方で、匿名性

の高さや、情報発信の容易さから、特定の個人や団体等への誹謗中傷や、プ

ライバシーに関する情報の無断掲示、同和問題に関して差別を助長する行為

など、人権に関わる様々な問題が発生しています。 

インターネットを利用する一人ひとりが情報の収集・発信にあたり、個人

の責任と、ルールやモラルを正しく理解できるように、教育や啓発活動を進

める必要があります。 

 

（２）感染症に関する人権 

 感染症に対する誤った知識や偏見等により、様々な差別や人権侵害が起き

ています。 

 ＨＩＶ（ヒト免疫不全ウイルス）は、性的接触に留意すれば、日常生活で

感染する可能性はほとんどありません。発病を抑える抗ＨＩＶ薬などの治療

法の開発も進み、仮に感染したとしても、早期発見、早期治療を行うことで、

エイズの発症を予防することができます。 

 ハンセン病は、「らい菌」と呼ばれる細菌に感染することで起こる感染症

ですが、感染力は弱く、感染し発病する可能性は極めて低く、万一発病した

場合でも、治療法が確立しており、完治する病気です。 

 しかしながら、平成８年（１９９６年）に「らい予防法」が廃止されるま

で続いた隔離政策によって、患者の人権が侵害され、偏見や差別を生み、患

者やその家族が大きな苦しみを受けました。様々な事情から、今なお元患者

の多くが、病気が完治したにもかかわらず、ハンセン病療養所に入所されて

います。 

 さらに令和２年（２０２０年）新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴
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い、未知のウイルスに対する恐れや知識不足等から、「コロナ差別」などと

呼ばれる様々な人権問題が発生しています。 

 このような偏見や差別をなくすため、感染症に関する正しい知識の普及や

啓発活動が必要です。 

 

（３）性的指向・性自認を理由とする人権侵害 

 ＬＧＢＴとは、Ｌesbian（女性同性愛者）、Ｇay（男性同性愛者）、Ｂis

exual（両性愛者）、Ｔransgender（身体の性と心の性が一致しない状態やど

ちらの性別にも違和感を持つ状態の人）の頭文字とった単語で、セクシュア

ル・マイノリティ（性的少数者）の総称の一つです。 

 ＬＧＢＴ以外にも、性的指向や性自認がはっきりしない人や揺れ動く人、

あるいは性的指向や性自認を持たない人もいます。 

 性について考える時、「男性・女性」だけでなく、「身体の性」、「心の

性（性自認）」、「性的指向」などの区分けがあることは理解されつつあり

ますが、「出生時の性と自認する性」が一致する人や、性的指向が異性に向

いている人が多数派とされる中、性的マイノリティの人への偏見や差別はま

だまだ存在しています。 

 誰もが自分の性的指向、性自認を尊重され、自分らしく生きることができ

る社会を作っていくことが大切です。 

 

（４）その他の人権問題 

前述の３項目以外にも、北朝鮮による拉致被害者の問題、アイヌの人々へ

の民族差別、犯罪被害者等へのケアや誹謗中傷やプライバシーの侵害など二

次被害の防止、個人情報の保護、ひきこもりへの理解と対応の促進、ホーム

レスの人たちに対する理解と嫌がらせや暴行の根絶、刑を終えて出所した人

の社会復帰の促進や差別、偏見の撤廃や防止、「パワハラ、セクハラ、モラ

ハラ」など「ハラスメント」による人権侵害などさまざまな問題が生じてい

ます。 

今後も、これらの人権問題への正しい理解と認識を深めるための啓発の取

組みが必要ですが、一地方自治体だけでは解決の困難なものもあることから、

国や大阪府に働きかけ、動向を注視しながら、人権課題の解決に向けて対応
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していきます。 

 

□主な施策 

①人権啓発事業の推進 

 人権を尊重する市民意識の高揚を図るため、市民ひゅーまんセミナー、 

人権啓発パネル展、人権フェスティバル、市民平和のつどいなどの開催 

を推進します。 

 

②相談窓口の充実 

複雑化、多様化する相談内容に対応するため、窓口相互の連携を強化する

とともに、職員の資質向上を図り、実効性のある相談・支援体制の充実に

努めます。 
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Ⅳ  推 進 に あ た っ て  

 

１ 分野を超えた連携 

女性や障がい者など、個別の属性にかかる人権課題だけではなく、複合す

る課題を抱える人たちもいます。 

そうした課題に対応するためには、個別の分野における施策を基本として、

分野を超えた連携の視点で取り組む必要があります。 

 

２ 市民と行政との協働 

 本市の市民自治の基本を定めた「吹田市自治基本条例」に基づき、市と市

民それぞれの役割と責任を自覚しながら施策を進めます。 

 

３ 関係団体との連携 

吹田市人権啓発推進協議会をはじめ、三島人権擁護委員協議会吹田地区委

員会、吹田市きしべ地域人権協会、吹田企業人権協議会では、これまで人権

意識の啓発、高揚や人権課題解決に向けた活動が活発に行われてきました。 

また、社会福祉協議会や民生・児童委員協議会などの公共的団体、ＮＰＯ

やボランティア団体あるいは大学、企業などでは、人権課題等の解決のため

のさまざまな取組を行っています。 

人権施策を効果的に推進していくため本市はこれらの関係団体と、より一

層連携を深め、ネットワークを構築しながら人権施策を推進します。  


